
 

 

長岡市公告第１８８号 

 

  長岡市立会人型電子契約サービス提供業務の実施について（公告） 

 公募型プロポーザル方式による受託候補者選定を実施するので、次のとおり公告します。 

 

  令和６年７月８日 

長 岡 市 長  磯田 達伸 

 

１ 実施概要 

  今回実施するプロポーザル方式による受託候補者選定は、長岡市立会人型電子契約サ

ービス提供業務について参加者に提案を求め、その内容を別に定める評価基準によって

評価し、最も優れた提案をした者と契約に向けた手続きを進めるために実施するもので

す。 

 

２ 業務の概要 

（１） 業 務 名  長岡市立会人型電子契約サービス提供業務 

（２） 業 務 内 容  別紙「長岡市立会人型電子契約サービス提供業務仕様書」の 

           とおり 

（３） 委 託 期 間  

ア サービス導入支援業務  契約締結から令和６年１２月３１日まで 

イ サービス提供業務    令和７年１月１日から令和９年１２月３１日まで 

              

３ 受託候補者選定委員会 

  長岡市立会人型電子契約サービス提供業務受託候補者選定委員会 

  （委員の構成は受託候補者決定結果の公表時に公開します。）  

 

４ 資格要件 

  次の各号に掲げるすべての要件を満たす者とします。 

（１） 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規定に該当しな

い者であること。 

（２） 暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７

号）第２条第１項第２号に規定する暴力団をいう。）又は暴力団員（同法律第２条第

６号に規定する暴力団員をいう。）及びその利益となる活動を行っていない者。 

（３） 会社法（平成１７年法律第８６号）第４７５条若しくは第６４４条の規定に基づく

清算の開始又は破産法（平成１６年法律第７５号）第１８条若しくは第１９条の規定

に基づく破産手続開始の申し立てをしていない者。 

（４） 会社更生法（平成１４年法律第１５４号）第１７条の規定に基づく更生手続き開

始の申立てがなされていない者。 

（５） 民事再生法（平成１１年法律第２２５号）第２１条の規定に基づく再生手続き開



始の申立てがなされていない者。 

（６） 破産法（平成１６年法律第７５号）第１８条もしくは第１９条の規定に基づく破

産手続開始の申立てがなされていない者であること。 

（７） 長岡市の市税、法人税または消費税及び地方消費税のいずれも滞納がない者。 

（８） 産業競争力強化法（平成２５年法律第９８号）第７条の規定に基づく「グレーゾー

ン解消制度」（以下「グレーゾーン解消制度」という。）へ申請し、電子署名及び認証

業務に関する法律（平成１２年法律第１０２号）第２条第１項に定める電子署名に該

当するものとして回答されたシステムサービスが提供できる者であること。 

（９） 「グレーゾーン解消制度」へ申請し、建設業法（昭和２４年法律第１００号）上義

務付けれらている建設工事請負契約に関する書面の交付を代替する措置として建設

業法施行規則（昭和２４年建設省令第１４号）第１３条の４第２項の技術的基準に適

合するものとして回答されたシステムサービスが提供できる者であること。 

（１０）セキュリティに係る国際規格ＩＳＯ/ＩＥＣ２７００１の認証を取得しており、さ

らに以下の認証を１つ以上取得していること。または同等の水準を満たすサービス

を提供できる者であること。 

   ア ＩＳＭＳ認証 ＩＳＯ/ＩＥＣ２７０１７ 

   イ ＩＳＭＡＰ認証 

   ウ ＳＯＣ２報告書 

   エ 日本セキュリティ監査協会のクラウド情報セキュリティ監査による認定 

 

５ 参加者の失格 

  次の各号のいずれかに該当する場合は、失格とします。 

（１） 参加資格要件を満たさないことが判明した場合。 

（２） 契約締結までに参加資格要件を満たさなくなった場合。 

（３） 企画提案書提出期限までに必要書類を提出しなかった場合。 

（４） 提案見積額が見積限度額を超えている場合。 

（５） 企画提案書に虚偽の内容が記載されていると認められた場合。 

（６） 本プロポーザルの提出書類の作成方法や記入要領等に適合しない場合。 

 

６ 参加申込書の提出について 

  当該プロポーザルに参加を希望する者は、以下の書類を４部提出してください。 

（１） 提出書類  

ア プロポーザル参加申込書（別紙様式１） 

  イ 会社概要（別紙様式２） 

  ウ 財務諸表（詳細については募集要領を参照） 

  エ 誓約書（別紙様式３） 

  オ 法人税・消費税及び地方消費税の未納がない証明書（その３の３様式） 

カ 市税の未納がない証明書（長岡市に課税がある場合） 

  キ グレーゾーン解消制度の関係省庁からの回答書の写し 

  ク セキュリティ認証に関する書類の写し 

（２） 提出方法 持参又は郵送（書留郵便に限る。） 



（３） 提出先  〒９４０－００６２ 

新潟県長岡市大手通２丁目６番地 フェニックス大手イースト８階 

長岡市財務部契約検査課工事契約係 

（４） 提出期限 令和６年７月１９日（金曜日）午後４時まで（必着） 

 

７ 質問書の提出について 

  参加申込書を提出した者は、以下のとおり「質問書」を提出することができます。 

（１） 提出書類  質問書（別紙様式４） 

（２） 提出方法  電子メール（着信を電話で確認すること） 

（３） 提出先   長岡市財務部契約検査課工事契約係 

         電話：０２５８－３９－２２１０ 

          E-mail：keiyaku@city.nagaoka.lg.jp 

（４） 提出期限  参加申込書提出後から 

令和６年７月２６日（金曜日）午後４時まで（必着） 

（５） 回答方法  市のホームページで公表します。 

（６） 回答期限  令和６年７月３１日（水曜日）午後４時まで 

 

８ 企画提案書の提出について 

  参加申込書を提出した者は、以下の書類を４部及び電子データ（ＣＤ－Ｒ）１枚を提

出してください。 

（１） 提出書類 

ア 提案書（別紙様式６） 

イ 企画提案書（任意様式） 

ウ 類似業務実績一覧表（別紙様式７） 

エ 見積書（任意様式） 

オ 操作マニュアル資料 

（２） 提出方法  持参又は郵送（書留郵便に限る。） 

（３） 提出先   ６（３）と同じ 

（４） 提出期限  令和６年８月９日（金曜日）午後４時まで（必着） 

 

９ プレゼンテーション・ヒアリングについて 

（１） 企画提案書の評価に際し、提案内容のプレゼンテーションとヒアリングを実施し

ます。なお、日時・会場等の詳細については、別途参加者に電子メール等で通知し

ます。 

（２） 実施日時 令和６年８月１９日（月曜日）（予定） 

 

１０  受託候補者の選定結果の公表と参加者への通知について 

（１） 立会人型電子契約サービス提供業務受託候補者選定委員会において、評価基準に

基づき総合的に評価し、合計得点が最も高い参加者を受託候補者とします。審査結

果については、市のホームページで公表するとともに、参加者に電子メールで通知

します。 



（２） 選定結果の公表 令和６年８月２２日（木）（予定） 

 

１１ 留意事項 

（１）  このプロポーザルの参加に要する経費は、すべて参加者の負担とします。 

（２） 提出された企画提案書等は返却せず、本市の所有とします。ただし、参加者に断 

りなく、他自治体・他社に公開・配布はしません。 

（３） 本市から提示した本プロポーザルに関する資料を本業務企画提案以外の目的で使 

用することを禁止します。 

（４） 審査に対して異議申し立てはできないこととします。 

（５） 詳細は「長岡市立会人型電子契約サービス提供業務プロポーザル募集要領」によ 

ります。 

（６） 不明な点については、長岡市財務部契約検査課工事契約係に照会してください。 

（照会先：長岡市財務部契約検査課工事契約係、電話：０２５８-３９-２２１０） 

 

 

 


